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○舞鶴市総合計画審議会条例 

平成29年10月4日 

条例第41号 

(設置) 

第1条 本市における総合計画(総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構

想及び基本構想を実現するための実行計画をいう。以下同じ。)に関する事項を調

査し、及び審議するため、舞鶴市総合計画審議会(以下「審議会」という。)を置

く。 

(所掌事務) 

第2条 審議会は、市長の諮問に応じ、総合計画の策定、実施その他必要な事項につ

いて、調査し、及び審議するとともに、その結果を答申する。 

(組織) 

第3条 審議会は、委員20人以内をもって組織する。 

(委員) 

第4条 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 市内の各種団体の代表者 

(3) その他市長が適当と認める者 

2 委員の任期は、4年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

3 委員は、再任されることができる。 

4 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様と

する。 

(委員長及び副委員長) 

第5条 審議会に委員長及び副委員長各1人を置く。 

2 委員長は、委員の互選により定める。 

3 委員長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

4 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

資料１ 

舞鶴市総合計画審議会 
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5 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

(会議) 

第6条 審議会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

(庶務) 

第7条 審議会の庶務は、政策推進部において処理する。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(任期の特例) 

2 この条例の施行の日以後、最初に委嘱され、又は任命される委員の任期は、第4

条第2項本文の規定にかかわらず、平成31年3月31日までとする。 

(招集の特例) 

3 この条例の施行の日以後最初に開かれる審議会の会議及び委員の任期満了後最

初に開かれる審議会の会議は、第6条第1項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

   附 則（令和5年3月30日条例第4号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、事項の規定は、交付の日か

ら施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の際現に舞鶴市総合計画審議会の委員である者の任期は、令和5

年3月31日までとする。 

 



舞鶴市における審議会等の会議の公開に関する要綱 

(趣旨) 

第 1条 この要綱は、市政に対する市民の理解と信頼を深めるとともに、公正で開

かれた市政を推進するため、審議会等の会議(以下「会議」という。)の公開に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この要綱において「審議会等」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき設

置する附属機関(以下「附属機関」という。) 

(2) 行政運営上の参考とするため、市民、学識経験者等から意見聴取をするこ

とを目的に開催する懇話会等 

(会議の公開) 

第 3条 会議は、公開する。ただし、会議(附属機関に係るものに限る。)が次の各

号のいずれかに該当するときは、当該会議の全部又は一部を公開しないことがで

きる。 

(1) 法令等の規定により、会議を公開することができないと認められるとき。 

(2) 舞鶴市情報公開条例(平成 11年条例第 31号)第 5条各号に定める情報(以下

「不開示情報」という。)を含む内容について審議等が行われるとき。 

(3) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じ

ると認められるとき。 

(公開の方法等) 

第 4条 会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に対し、審議会等の長がその傍聴

を認めることにより行うものとする。 

2 審議会等は、会議を傍聴する者(以下「傍聴者」という。)の定員をあらかじめ

定め、傍聴席を設けるものとする。 

3 審議会等は、会議が公正かつ円滑に行われるよう傍聴に係る遵守事項を定めるも

のとする。 

4 審議会等は、傍聴者に対し、会議に係る資料を提供するものとする。ただし、

附属機関に係る資料で不開示情報が含まれるものについては、この限りでない。 

(会議開催計画書の作成等) 

舞鶴市総合計画審議会 

資料２ 



第 5条 審議会等を所管する課等の長(以下「所管課長」という。)は、公開の会議

を開催するときは、会議を開催する日の 2週間前までに、会議開催計画書(様式第

1号)を作成し、総務課長に送付するものとする。ただし、緊急に会議を開催する

必要が生じたときは、開催の決定後、速やかに行うものとする。 

(会議開催計画の公表) 

第 6条 前条の会議開催計画書の内容は、会議を開催する日のおおむね 1週間前ま

でに、市の広報紙及びホームページへの掲載、市政情報コーナーへの配架等によ

り公表するものとする。ただし、緊急に会議を開催する必要が生じたときは、こ

の限りでない。 

(会議結果報告書の作成等) 

第 7条 所管課長は、公開の会議を開催したときは、当該会議の終了後、速やかに

会議結果報告書(様式第 2号)を作成し、総務課長に送付するものとする。 

(会議結果の公表) 

第 8条 前条の会議結果報告書の内容は、市のホームページへの掲載、市政情報コ

ーナーへの配架等により公表するものとする。 

(非公開の会議の取扱い) 

第 9条 所管課長は、非公開の会議を開催したときは、当該会議の終了後、可能な

範囲で、その結果を公表するよう努めるものとする。 

(運用状況の公表) 

第 10条 所管課長は、毎年度終了後、会議の公開に関する運用状況を、会議公開運

用状況報告書(様式第 3号)により、総務課長に報告するものとする。 

2 総務課長は、前項の会議公開運用状況報告書をとりまとめ、市のホームページへ

の掲載等により公表するものとする。 

(審議会等の概要の公表) 

第 11条 所管課長は、審議会等の設置等をしたとき又は既に設置等をしている審議

会等の変更若しくは廃止等をしたときは、審議会等設置等(変更・廃止等)届出書

(様式第 4号)を作成し、総務課長に送付するものとする。 

2 総務課長は、審議会等の概要を市のホームページへの掲載等により公表するもの

とする。 

(その他) 



第 12条 この要綱に定めるもののほか、会議の公開に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年 10月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 5年 10月 1日から施行する。 
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第７次舞鶴市総合計画・後期実行計画 令和６年度実績シート

担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

乳幼児教育
推進課

1 1 1 1 1 (1)

①質の高い乳幼児教育の推進
希望するすべての人が保育所、幼稚園、認定こど
も園に安心して子どもを預けることができるよ
う、将来の保育ニーズも見据えた的確な保育を提
供するとともに、子どもの主体性を育む保育の実
践等により、乳幼児教育のさらなる充実を図りま
す。
また、質の高い乳幼児教育を提供するための根幹
となる保育人材の確保に努めるとともに、待機児
童ゼロを維持します。【設定目標：待機児童な
し】

- - - -

《保育の提供》
　○通常保育　 　21施設（保育所 4園、認定こども園 17園）
　○延長保育　 　20施設（保育所 3園、認定こども園 17園）
　○障害児保育   21施設（保育所 4園、認定こども園 17園）
　○一時預かり（未入園児）　 19施設（保育所 4園、認定こども園 15園）
　○病児保育　　　1ヵ所
　〇定期利用保育　3施設（幼稚園 3園）

《保育士確保対策》
　○保育士就業相談窓口
　　　　相談件数　6名　　　うち、就業につながった件数　3名
　○京都府保育人材マッチング支援センター共同事業
　　舞鶴市・宮津市保育園・認定こども園就職説明会　参加者　9名
　〇保育士等処遇改善事業費補助金　15園
　〇保育士等就労奨励金　12名
　〇保育士等宿舎借上げ支援事業補助金　6園（11名）

-

　待機児童ゼロは維持しているが、依然として0歳・1歳の保育ニーズが高い状況が
続いていることを踏まえ、保育を必要とする子どもを幼稚園で受け入れる「定期利
用保育」を継続的に実施するとともに、直面する保育士不足の課題に対応するた
め、引き続き、新規就業をバックアップするための奨励金制度や家賃補助事業、さ
らには保育士や保育教諭の処遇改善事業の継続など、就業促進や離職防止に資する
取組を進めた。
　また、保育者育成の視点から、引き続き、キャリアに応じた研修を実施し、専門
性の向上に努め、併せて園のマネジメント力の向上を図るためのマネジメント研修
も継続的に実施したところである。
　さらに、京都府保育人材マッチング支援センターとの共同事業として、保育士と
しての就業を目指す方を対象とした合同就職説明会も開催し、熱心に説明ブースを
行き来する学生等の姿もあり、取組の有効性を実感することができた。
　今後も保育ニーズの増加が見込まれることから、各施設の保育士確保を継続的に
支援し、質の高い保育を提供する体制を維持するための体制整備が重要となる。

乳幼児教育
推進課

2 1 1 1 1 (1)

②乳幼児教育センター機能の充実
乳幼児教育センターを拠点として、「舞鶴市乳幼
児教育ビジョン」に基づき、地域、家庭や保育
所、幼稚園、認定こども園の保育者、小中学校の
教員がそれぞれの役割を果たすために「乳幼児教
育」「発達支援」に関する分野において、コー
ディネート・サポートを実施します。
実施にあたっては、公私、園・校種の枠を越えた
乳幼児教育の質の向上研修やカリキュラム研究等
の充実を図るほか、関係機関と連携し、家庭や地
域における乳幼児教育ビジョンの普及と乳幼児教
育の充実を図ります。
また、乳幼児教育コーディネーターが、保育所、
幼稚園、認定こども園、小学校への訪問・巡回を
通じて、保育・教育内容やその環境等への適切な
助言等を行うほか、各主体の連携を深めるととも
に、「保育者研修・育成指標」をもとにして、保
育者の専門性の向上と育成を図ります。

- - - -

≪乳幼児教育の質の向上研修≫
〇講演会：1回　約180人　
〇研修ニュースレター発行：８回
〇公開保育：2回　延べ51人
〇ミニ公開保育：4回　延べ60人
○ドキュメンテーション研修：7回　延べ78人
〇保幼小連携研修：４回　延べ146人　※１回はオンライン
〇その他研修
・乳児保育・教育研修：３回　延べ51人　　※１回はオンライン
・マネジメント研修：１回　44人　
〇乳幼児教育コーディネーター等の活用
・園校訪問、園内研修：約90回
≪乳幼児教育センターの取組について紹介≫
・シンポジウム等：2回　　・研修講師：4回
・視察受入：2件

-

　昨年度改定した新たなビジョンの周知を図るため、保育者を対象としたビジョン
の研修や、地域の子育て家庭、子どもに関わる関係機関への講演等も実施した。

乳幼児教育
推進課

3 1 1 1 1 (1)

③成長や発達に支援が必要な子ども施策の充実
支援が必要な子どもや保護者に対して、相談の場
や親子教室などを実施するとともに、保育所・幼
稚園・認定こども園への巡回指導や支援などを行
う「にじいろ個別支援システム（※）」の効果的な
運用により、一人ひとりの発達に応じたきめ細か
な支援に努めます。
※にじいろ個別支援システム…市内の専門機関の
スタッフが、保育所等を巡回し、支援が必要と考
えられる子どもの集団生活の状況等を把握した上
で、個々に応じた保育環境の整備や適切な支援方
法について助言等を行うもの。

- - - -

≪にじいろ個別支援システムによる園巡回≫
・申請、助言人数：223人（24園）
・巡回日数：65日（同日７日）
・個別支援検討会議：10回
≪発達支援研修≫
〇発達支援リーダー研修：３回　※１回につき約35人（内市内12人）
※京都府保育協会共催
〇特別支援教育合同研修会：２回　延約160人
※保育所・幼稚園・認定こども園・小中高等学校及び特別支援学校等の保育
者、教員が参加
※教育委員会、舞鶴支援学校トータルサポートセンターと共催
≪集団生活育みルーム「にこにこルーム」≫
・実施回数：38回（令和６年４月～令和７年３月末実施）
・参加人数：延約222人　平均：約３組
≪コミュニケーション力育みルーム「なかよしルーム」≫
・実施回数：５歳児グループ：４回　４歳児グループ：６回
・参加：５歳児グループ：５人（５園）　　４歳グループ：８人（８園）
・子ども：体を動かす遊び、ルールのある遊び等
・保護者：個別面談６組（４歳児グループ希望者のみ）
※就園先に参加の様子や支援方法等を引継、5歳児については就学先にも引継
（３校）

-

　

　センターにおいては、昨年度に引き続き、乳幼児教育・発達支援に関する事業に
取り組んできた。乳幼児教育の質の向上研修ついては、「保育者研修・育成指標」
に基づいて、経験年数に応じた研修を計画、実施し、保育者の専門性の維持、向上
に努めた。また、保幼小接続コーディネーターを中心に教育委員会と連携を図りな
がら、保幼小中の連携、接続の充実に向けた取組も進めた。
　本市の取組を発信する機会や視察も多く、今後も市内外に広報、周知を図ってい
く。

にじいろ個別支援システムの園巡回は、通常通り、前期（5月～7月）後期（10月
～12月）にかけて実施することができた。また、発達支援研修についても、実施す
ることができた。
　一人一人に応じた支援の充実のため、専門職による保育所・幼稚園・認定こども
園への巡回指導と各園の保育者の支援スキルの向上を目指した研修を実施すること
は重要と考える。今後も、巡回による指導と研修での学びを活かし、園での支援の
充実を目指す。
　小学校への移行については、支援方法が上手く引き継がれないなどの課題はある
が、今後、各園校や教育委員会、こども家庭センター、療育施設等の関係機関と連
携し改善を図っていく。
　就園前の親子が通う「集団生活育みルームにこにこルーム」については、就園時
期が早くなっていることもあり、低年齢児が多く支援の必要な子どもも多い傾向に
あった。また、園に通っている社会性やコミュニケーションに課題のある子どもと
その保護者が通う「コミュニケーション力育みルームなかよしルーム」も実施する
ことができた。いずれの取組も、支援の必要な子どもと保護者にとって、多様な経
験の場でもあり、貴重な相談の機会となっている。
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第７次舞鶴市総合計画・後期実行計画 令和６年度実績シート

担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

乳幼児教育
推進課

学校教育課 4 1 1 1 1 (1)

④保幼小中連携の強化
保幼小中接続カリキュラムを効果的に活用し、保
育所・幼稚園・認定こども園、小・中学校の０歳
から15歳までの切れ目ない円滑な接続を図りま
す。

- - - -

〇小学校と保育所・幼稚園・認定こども園を連携協力園校として位置づけ、
市内の１年生と５歳児が生活科等を通じて連携活動を実施
〇小学校におけるスタートカリキュラムの実施
○保幼小連携研修（①R５取組内容　記載）の開催

-

　

乳幼児教育
推進課

5 1 1 1 1 (2)

①認定こども園の普及
親の就労等家庭の状況に関わらず、０歳から就学
前までの一貫した質の高い乳幼児教育を提供して
いくため、公立保育所の認定こども園化を推進す
るとともに、私立保育所や幼稚園の認定こども園
への移行を促進します。【設定目標：公立保育所
の認定こども園移行　令和８年度】

- - - -
私立幼稚園の認定こども園への移行に関する相談に適切に対応した。
公立うみべのもり保育所の令和７年度から認定こども園移行に向けた準備を
進めた。

-

　

乳幼児教育
推進課

6 1 1 1 1 (2)

②保育所等への運営支援
乳幼児教育の良好な環境づくりを促進するため、
私立の保育所や幼稚園、認定こども園への的確な
運営支援を行います。

- - - -

【認可保育所・認定こども園】（公立を除く）
　・保育士の処遇改善事業費補助金（15園）
　・保育の質の向上に係る保育士確保支援事業費補助金（5園）
　・延長保育促進事業費補助金（7園）
　・一時預かり事業費補助金（8園）
　・幼稚園型一時預かり事業費補助金（2園）
　・保育所等発達支援事業費補助金（4園）
　・給食費高騰緊急対策事業費補助金（12園）
　・保育所等衛生環境充実事業費（27園）
　・保育所等安心生活緊急支援事業費（14園）
　・私立認定こども園等施設整備事業費補助金（1園）
【幼稚園】
　・私立幼稚園すくすく育成補助金（3園）
　　　発達支援教員の配置経費に対する補助
　・私立幼稚園教育振興費補助金
　　　舞鶴市私立幼稚園協会が実施する教職員の研修事業に対する補助
　・私立幼稚園特色ある幼児教育推進事業費補助金（7園）
　・私立幼稚園施設整備費補助金（3園）
　・保育利用児童受入促進事業費補助金（3園）
　・私立認定こども園移行改修費支援事業費補助金（1園）
　・給食費高騰緊急対策事業費補助金（13園）

-

　

子育て応援
課

7 1 1 1 1 (3)

①子育て交流施設における「あそび」と「交流」
の推進
天候に左右されず、子どもからお年寄りまで多世
代が交流できる施設で、五感を使った豊かな遊び
を提供し、子どもの創造性・社会性・感性・身体
能力など健全な発達の支援を行うと共に、子育て
に関する相談、情報提供を行い、安心して子育て
できる場を創出します。また、ＮＰＯ法人等との
連携により遊びのフィールドを地域全体に広げ、
地域資源を活かした親子のふれあい体験や様々な
世代と交流する機会を創出します。

- - - -

○子育て交流施設あそびあむ運営事業
・あそび事業
・情報提供・相談事業
・あそびの普及・啓発事業
・定期企画事業
・市民参画事業
・多世代交流事業

-

【成果】
子どもと大人が一緒に「あそび」を体験する機会と場所を提供すること、また、子
育てに関する相談、情報の発信等を実施することで、子どもの健やかな成長に資す
るために平成27年4月に設置して以来、多くの子育て世帯に施設を利用いただいてい
る。

昨年度に引き続き、学校教育課指導主事と連携しながら、保幼小接続コーディ
ネーターを中心に連携協力園校による１年生と５歳児の連携活動の充実を目指し
て、各園校のサポートを行った。また、幼児期の学びを活かしたスタートカリキュ
ラムの理解と周知を図っていくための研修や保育参観・授業参観などの研修を実施
した。
　架け橋期（５歳児と１年生の２年間）の教育の充実を目指し、連携活動の充実と
架け橋期のカリキュラムの研究を進めていく。

令和6年4月1日時点において、市内の保育所・幼稚園のうち、16園が「幼保連携型
認定こども園」（公立1園・私立15園）へ移行することができた。
　残りの民間保育園および私立幼稚園についても、引き続き、認定こども園制度へ
の理解を求めるとともに、移行に関する各園の意向を確認した上で適切な支援を
行っていく必要がある。
　また残る公立保育所１園についても、令和10年度に認定こども園として開園予定
である。

各施設の経常的な運営経費に加え、乳幼児教育の環境充実に向けて必要な、特長
的な取組等に対し、その一部を支援することにより、本市の乳幼児教育のさらなる
振興・充実を図ることができた。
　今後も、本市の乳幼児教育の充実に資する支援体制を柱としつつ、子どもたちの
安全・安心を第一とした施設運営への伴走型支援方法について継続的に検討するな
ど、引き続き状況把握や課題整理を行った上で、必要な支援策を講じていく必要が
ある。

【課題】
子どもを取り巻く環境が大きく変化する中、あそびを通じて「子育ての孤立化防
止」「家庭の子育て力の向上」「多世代がつながる共生型の子育て支援」をどのよ
うに実現していくかが課題となっている。未就園児の来館数の増加策も検討してい
く必要がある。
【実績数値】
〇開館日数：308日　週6日
　延利用者数：59,254人 　
　　　　内訳：平日 21,556人、平均110人/日
　　　　　　　土・日・祝 37,698人、平均337人/日
　　　　　　　平均　192人/日　相談件数：313件
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第７次舞鶴市総合計画・後期実行計画 令和６年度実績シート

担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

こども家庭
しあわせ課

子ども支援
課

8 1 1 1 2 (1)

①妊娠期からの相談体制の充実
改正児童福祉法に基づく子ども家庭センターの設
置や妊娠期から支援が必要な子育て家庭の情報を
把握し関係者間で共有するサポートプランの導入
など、国の動向を見据えながら相談体制の拡充を
図るとともに、デジタル技術を活用した子育て支
援サービス「まいココ」による地域の子育て情報
等の提供や休日・夜間も可能なオンライン相談の
充実など、妊娠期からの不安を軽減し、地域や関
係機関と一体となった切れ目ないサポートに努め
ます。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

9 1 1 1 2 (1)

②出産後早期からの心身の健康状態の把握とサ
ポート体制の充実
出産後は、産婦健診や新生児訪問などから母子の
健康状態を把握し、産後ケア事業や相談・訪問事
業など必要な支援を行います。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

10 1 1 1 2 (1)

③こんにちは赤ちゃん事業（乳幼児全戸訪問）の
推進
赤ちゃんが生まれたすべての家庭を地域の民生児
童委員や主任児童委員が訪問し、不安や悩みを聴
き、子育て支援に関する情報提供などを行いま
す。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

11 1 1 1 2 (2)

①親と子の健康づくり支援
乳幼児健康診査の実施により、疾病や異常の早期
発見に加え、虐待予防や子育て不安軽減の観点か
ら、子どもの発達段階に応じ、親子に寄り添った
支援の充実を図ります。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

12 1 1 1 2 (2)

②子どもの良好な食習慣の確立
乳幼児健康診査や健康教育、各教室において、生
活リズムの大切さや栄養バランスの整った食習慣
の普及啓発、及びその実践に取り組みます。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

13 1 1 1 2 (2)

③子どものむし歯予防と歯・口腔の健康づくりの
推進
幼児歯科健康診査、むし歯予防教室などにおい
て、むし歯予防の知識普及を図るとともに、フッ
化物を利用したむし歯予防を促進します。また、
集団生活の場などで幼児のむし歯が抑制されるよ
う関係者への知識普及や予防事業の拡大に努め、
学童期までの切れ目ない事業の推進に取り組みま
す。

- - - - -

母子健康手帳の交付・妊婦健康相談
もうすぐパパママ教室
妊婦健康診査・助産師相談・妊婦訪問指導
出産・子育て応援事業
HAPPYマタニティひろば事業

母子健康手帳交付時に保健師が面接し、妊婦の健康状況や産後のサポート体制等を
把握し、必要と思われる妊婦に対しては、助産師等による電話や来所相談、教室の
案内や社会資源の紹介等を行っている。

産婦健康診査
産婦・未熟児・新生児訪問
産後ケア事業
健やか育児相談
助産師相談

妊娠期から出産・子育て期までの切れ目ない相談・支援体制の中で、産婦健康診査
の結果、継続支援が必要と判断された人について医療機関から情報提供を受け、早
期の新生児訪問、産後ケア事業等社会資源の利用につなげ、相談・指導を行ってい
る。

舞鶴市在住の概ね生後4か月までの赤ちゃんのいる家庭を訪問
・母子の様子などを確認
・不安悩みなどの傾聴
・子育て支援情報提供

地域の民生児童委員・主任児童委員が、生後４か月までの赤ちゃんがいる家庭を訪
問して、子育てに役立つ情報を提供したり、身の回りの困りごとを聞き取ったりし
て、お母さんの健康や赤ちゃんの成長を見守るために実施しているもので、地域と
子育て世帯が繋がりを持つひとつの手段として活用できている。

乳幼児健康診査
のびすく教室
おひさま相談

乳幼児健診は、疾病や障がいの早期発見だけでなく、適切な指導を行うことによ
り、子育て支援の場になっており、受診率は90％以上でまいココアプリでの予約は8
～9割である。未受診者に対してはハガキで勧奨することにより未受診者の受診へと
つながった。
また健診後のフォローとして、発達相談や各教室、訪問指導にて、子どもの健やか
な成長発達を支援している。

・乳幼児健康診査で個別相談の実施
・３か月健診時、第１子への指導
・歯っぴースマイル教室での食事集団指導
・離乳食教室を小集団、オンライン教室の実施
・幼児食教室を教育者向けに実施

健診時には、希望する保護者及び指導が必要な保護者への栄養指導を実施してい
る。
離乳食教室は引き続き感染症流行時でも実施・参加できるようオンライン教室を実
施している。

フッ化物塗布事業（2歳児むし歯予防教室等）
フッ化物洗口事業の安全で円滑な実施
学童期における予防知識の普及と歯口清掃技術の向上

フッ素塗布事業受診率については昨年度より増加しており、フッ化物洗口について
は、1園を除くすべての園で実施できた。それに伴い、むし歯の抑制率も上昇してい
る。

妊娠期から地域とつながり、産後の生活を
イメージすることで、孤立せず子育てができるような体制を構築していく必要があ
る。

助産師相談：20人
HAPPYマタニティひろば：11回

産後うつ、虐待予防を含めた子育て支援について行政と関係機関との連携体制
は充実してきており、孤立防止に向け今後はさらに地域での相談支援体制の充実に
向け、進めていく必要がある。

新生児訪問実施率：97％
産婦健診受診率：98.8％
産後ケア利用人数：104人

出生後のアンケート時、「新生児訪問」と共に「こんにちは赤ちゃん訪問」の申込
み確認もできるようにしたことで、訪問率の増加が見込める。
【訪問実績】
訪問件数：239件

市内の関係機関と連携・調整をしながら、保健センター事業の実施体制や内容を見
直し、効果的なフォロー体制の充実が必要である。

乳幼児健診受診率
3か月：97％
10か月：93.9％
1歳6か月：95.6％
3歳：96.5％
のびすく教室実績
22回　106人
おひさま相談実績
12回　32人

感染症対策をしながら、幼児食教室についてもオンライン教室等を検討し実施する
必要がある。

離乳食教室：12回　延104人
個別指導　349人
集団指導　269人

小学生対象の歯科保健指導については、コロナ感染症の対策としてオンラインで実
施することができた。
引き続き感染症対策をしながら、幼児むし歯予防教室等を実施したい。

【フッ素塗布事業実績】
2歳：226人（受診率49.7％）2歳6か月：171人（受診率36.3％）
小学校歯科保健指導　
13校
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第７次舞鶴市総合計画・後期実行計画 令和６年度実績シート

担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

こども家庭
しあわせ課

子育て応援
課

14 1 1 1 2 (3)

①子育て支援サービスの充実
仕事と生活の調和を目指し、子育てをしながら働
く人を支援するため、安心して利用できるよう、
ファミリー・サポート・センターやショートステ
イなど、子どもの預かりサービスの充実に努めま
す。

- - - - -

ひとり親家庭、夜間の仕事・疾病・出産・看護等の理由により児童の養育ができな
い保護者へのセーフティネットとして、サービスの提供に努める。

こども家庭
しあわせ課

関係課 15 1 1 1 2 (3)

②安心のつながり体制の充実
人と人とが触れ合う機会が減少し、子育て家庭の
孤立が進む中で、親子が気軽に集い、つながりあ
うことができる交流の場の提供をはじめ、ニーズ
にあった支援を届けるアウトリーチの取組や子育
て相談の機会の拡大など、子育て支援拠点での取
組をさらに充実させるとともに、自治会、民生児
童委員、ボランティア・市民活動、住民同士の助
け合いといった地域のネットワークにより、社会
全体で子育て家庭を支える取組を推進します。

- - - - -

こども家庭
しあわせ課

関係課 16 1 1 1 2 (3)

③身近な地域資源を活用した共助のコミュニティ
づくり
子育て世代の潜在的なニーズや支援を求める小さ
なサインを受け止め、身近な地域社会で支援スキ
ルを持ったベテラン・シルバー世代の支援者につ
なげ、気軽に助言や支援を受けることができる新
たな市民主導の共助の仕組みづくりを支援しま
す。
また、デジタル技術を活用した子育て支援サービ
ス「まいココ」の活用などにより、有意な情報を
発信するとともに、潜在的なニーズやサインを迅
速に把握し、行政・地域・民間事業者の連携によ
り、安心して子育てができる環境づくりを推進し
ます。

- - - - -

子育て短期支援事業（舞鶴学園・舞鶴双葉寮）　　　　　　
・保護者が仕事・疾病等の理由により、家庭において児童を養育することが
一時的に困難となった場合に、児童養護施設で一時的に養育・保護を行う。
　　　　　　　　　　　　　
ファミリー・サポート・センター事業　　　　　　　　　　　　　
・「おねがい会員」と「まかせて会員」相互の援助活動に関する連絡調整を
行い、子どもの保育所等への送迎や終了後の預かりを実施。
また、妊娠中から子どもが満1歳になるまでの家庭を対象に、産前産後訪問支
援員の研修を受けた会員が自宅に行き、様々な育児支援、簡単な家事を行う。
（沐浴援助・簡単な家事・赤ちゃんのお世話・上の子のサポート・受診の付
き添い等）

〇人と人とがふれあう機会が減少し、子育て家庭の孤立が進む中で、親子が
気軽に集い、つながりあうことができる拠点施設での取組の充実を図った。

〇子育て世帯住宅リフォーム等支援事業補助
子育て世帯の経済的負担の軽減および住環境の向上、三世代同居・近居によ
る世代間支援の促進を図る。

家庭に閉じこもりがちになる親子に、交流や相談ができる場を提供することで、孤
立化防止などにつながるよう、子育てに関する不安を聞いてアドバイスをしたり、
色んな子育て情報を提供したりしている。

〇NPO法人との連携による事業
〇ICTを活用した子育て支援サービスの充実

〇子育て支援サービス「まいココ」の充実
・母子健康手帳機能、情報配信機能、オンライン予約システム機能、オンライン相
談機能などを有している。
・まいココで手軽に予約ができることで、健診の受診率が増加した。

【課題】
ショートステイやトワイライトステイなどの子どもの預かりについては、コロナ感
染症が5類へ移行したものの、影響があり受け入れが難しくなっているが、今後の受
入体制や改正児童福祉法に基づく新規事業の検討も含め、支援関係団体と協議して
いくこととする。
《ファミサポ》
登録や利用手続きに時間や労力を要することが課題となっている

【子ども預かりサービス実績】
　《ショートステイ》　　　　　　
舞鶴学園　4人　延べ26日　　　
　《トワイライトステイ》　　　　　　
舞鶴双葉寮　4人　延べ35日　　　　
　《ファミサポ》
ファミサポ会員（R6年度末現在）　　計 1,089人　
・活動実績（R6年度末）1,255件（うち産前産後訪問支援231件）

現在市内には、5ヶ所の子育て支援拠点を設置しているが、同じ方が拠点を順番に利
用されるなど、利用者が限定されている状況である。R7年度からは、まだ利用され
ていない方に利用を促すため、乳幼児健診時に、子育て支援拠点の紹介をすること
にする。今後もどのようにして子育て支援拠点に来てもらうかが課題となってい
る。

〇地域子育て支援拠点事業（子育てひろば）
・子育て支援基幹ひろば
⇒開設日数：213日　週5日　延利用者数　4,235人　平均　19.8人/日　相談件数387
件
・ルンビニこども園「さるなぁと」
⇒開設日数：162日　週3～4日　延利用者数　3,251人
　平均20.0人/日　　　相談件数　144件
・みんなの家「ひまわり」
⇒開設日数：172日　週3～4日　延利用者数　4,037人
　平均23.4人/日　　　相談件数　451件
・八島商店街「ほっと」
⇒開設日数：179日　週3～4日　延利用者数　4,322人
　平均24.1人/日　　　相談件数　470件
〇子育て世帯住宅リフォーム等支援事業補助
R6実績：計4件（多子世帯2、三世代同居2）

子育て世帯が情報を得るツールとして「まいココ」が最も利用されているため、イ
ベント等の予約方法など、今後更に精度を充実させていく必要がある。

【実績】
子育て支援サービス「まいココ」登録者数：3,673人(R7.3.31現在)
〇NPO法人との連携による事業
・スプーン23人
・祖父母交流会16人　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
･おみせやさん35人



5

第７次舞鶴市総合計画・後期実行計画 令和６年度実績シート

担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

子育て応援
課

こども家庭
しあわせ課

17 1 1 1 2 (3)

④子育て支援活動団体への支援
子育てをする家庭や子どもに対して地域ぐるみで
子育て支援を進めるため、舞鶴子ども育成支援協
会やＮＰＯ法人、子どもの居場所づくりに取り組
む団体など、子育て支援に取り組む各種団体の支
援に努めます。

- - - -

　子育てをする家庭やこども・若者に対して、地域ぐるみで子育て支援を推
進するため、舞鶴子ども育成支援協会やNPO法人、こどもの居場所づくりに取
り組む団体など、子育て支援に取り組む各種団体の活動に対する助成等の実
施。
　「こども食堂」に対しては、民間基金や府の補助事業を案内に加えて、 こ
ども食堂の運営代表者との意見交流の中で要望があった「こども食堂のPR」
に努めてきたところである。
　子育てひろばの関係では、子育て支援基幹ひろばが中心となり、市内３つ
の子育てひろばと連携した会議を開催し、各ひろばの取り組み内容の情報共
有や、日々の相談ケースの共有と、相談内容に対する課題解決の方策つい
て、話し合いを実施。また、舞鶴市子育て支援サービス「まいココ」の活用
により、子育て活動団体等の紹介や、団体が行うイベントの情報提供などの
側面支援を実施してきた。

-

【成果】
舞鶴子ども育成支援協会や子育て支援協議会、こども食堂の活動を支援することに
より、こども・若者の居場所づくりをはじめ、地域ぐるみで多様な子育て支援事業
が実施できている。

・子育てひろば連携会議　１２回
・子育て支援サービス「まいココ」登録者数：3,673人
　(R7.3.31現在)

子育て応援
課

こども家庭
しあわせ課
生活支援相
談課

18 1 1 1 2 (3)

⑤ひとり親家庭の自立支援の推進
ひとり親家庭の子どもの健全な育成支援ととも
に、ひとり親家庭に対する経済的支援施策等の的
確な情報提供や関係機関との連携により、寄り添
い型の支援の充実に努めます。

- - - -

【就労支援に係る給付金】
〇ひとり親家庭自立支援事業
　自立支援教育訓練給付金
　高等職業訓練促進給付金
【ひとり親家庭の居場所づくり】
〇ひとり親家庭生活支援事業
　（舞鶴市母子福祉会に委託）

-

ひとり親家庭自立支援給付金給付の他に、母子父子福祉推進員を配置し、ひとり親
家庭の困りごとを聞き取り、随時関係機関との連携もしている。

こども家庭
しあわせ課

19 1 1 1 2 (3)

⑥親の子育て力を高める取組の推進
０歳から就学前までの子どもをもつ親を対象に、
親子の触れ合いや子どもとの関わり方等を気軽に
学べる機会を定期的に提供することにより、子育
てのコツをつかみ、子育てに自信や安心感をもっ
てもらうなど、親の子育て力を高める取組を推進
します。

- - - - -

あ

0歳プログラム
 147人(月1回）
1歳プログラム　
169人(月1回）
お父さんプログラム　111人(月1回）　　　
わくわくディ  672人(月2回）

こども家庭
しあわせ課

乳幼児教育
推進課
健康づくり
課
学校教育課
各関係課

20 1 1 1 2 (4)

①子どもの社会参加や豊かな育みにつながる支援
いじめや虐待、ヤングケアラーなどの子どもやそ
の家庭が抱える様々な課題に対し、子どもの権
利・利益を侵害する実態等を把握し、その未然予
防や発現後の的確な対応につながる取組を推進し
ます。
また、子どもやその家庭をサポートするため、学
校・地域等との相談体制などをさらに強化した支
援体制を構築することにより、子どもの権利・利
益の擁護に努め、子どもの豊かな育みを支える環
境の充実を図ります。

- - - -
〇母子保健機能と児童福祉機能を一体的に有するこども家庭センターが、妊
娠期から18歳までの子ども・子育てに関する切れ目のない相談・支援を実施
している。

-

【舞鶴子ども育成支援協会の主な活動実績】
〇「中学生の主張」大会　於：中総合会館
〇「明るい家庭づくり（家庭の日）絵画展」巡回展示　於：市役所市民ホール
〇親子こうつうあんぜん教室＆京都府警音楽隊コンサート　於：中総合会館
〇子育て講演会「たのしいことを拾って生きる。」於：中総合会館
〇遊具の貸し出し
〇会報誌の発行　
【課題】
一方で、舞鶴子ども・若者健全育成支援事業補助金は、市HPや広報誌、自治会回覧
を実施したものの、活用件数が少なかった。
「舞鶴市こどもまんなか計画」の策定に向け、こどもの意見を聴取した「こどもま
んなかアンケート」の結果において、経験や体験の場を求める意見が多かったこと
から、補助制度の見直しを行った。
【実績数値】
・舞鶴子ども育成支援協会への補助　１件
・舞鶴子育て支援協議会への補助　１８件
・こども食堂スタートアップ事業　１件
令和５年度から開始したスタートアップ事業を活用しこども食堂を立ち上げた団体
が、１２ヶ月の事業期間を終了。
その後も継続して運営されており、居場所づくりの立ち上げに貢献することができ
た。
・こども・若者の健全育成に取り組む団体　計３団体の事業に対して補助

【課題】
児童扶養手当の現況届出時にチラシを同封するなど工夫している。今後もより多く
の方に制度を広く周知することが必要。

（ひとり親家庭自立支援事業）
自立支援：2人
高等職業：4人（うち看護師3名、CAD利用技術者1名）
（ひとり親家庭生活支援事業）
生活支援：2回（イベントの実施）

かちゃんひろば・ひよこひろばに参加者のアンケート結果より、参加してとても
プラスになった方が85％・参加してプラスになった方が15％となり、参加者全員が
子育てに対する安心感をもってもらうことができた。
第1子をもつ母親の参加が減少傾向にあり、参加を促す工夫が必要である。

【子育て支援基幹センター　イベント実績】
あかちゃんひろば　　
246人（月１回）　　
ひよこひろば　267人（隔月）
【あそびあむ　イベント実績】

妊娠期から18歳までの切れ目のない支援を行うため、さらに関係機関との連携強化
が必要である。

（相談件数内訳）
・虐待　5,251件
・不登校　98件
・子育て育児　15件
・家庭環境　1,301件
・学校生活　177件
・障害　3件
・いじめ　2件
・非行　15件
・健康・医療　0件
・その他　0件

○子育て支援基幹ひろば
　・ひよこひろば　　　
　・あかちゃんひろば
〇子育て交流施設あそびあむ
　・０歳、１歳プログラム
　・お父さんプログラム　
〇地域子育て支援拠点（3か所）
　・各種イベント

相談件数は減少傾向にある。まいココの運用開始により、子育て情報を取得しやす
くなったことが要因と考えられる。

計　6,862件
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担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

こども家庭
しあわせ課

21 1 1 1 2 (4)

②児童虐待防止対策の強化
児童虐待の発生予防のため、子育てに不安や悩み
を抱えたり、孤立しがちな家庭の相談にワンス
トップで応じる体制を充実・強化し、子育てに関
する幅広い知識・情報等の発信や啓発に努めると
ともに、児童虐待の発生防止や通報義務につい
て、市民等への周知啓発に努めます。
また、児童虐待に早期に対応し、必要な支援を適
切に行うため、学校、保育所等をはじめ、児童相
談所や警察などの関係機関とのネットワークの充
実・強化を図ります。

- - - - -

学校教育課 22 1 1 1 3 (1)

①確かな学力の育成（知）
小中一貫教育により、義務教育９年間を修了する
のにふさわしい学力の定着や豊かな人間性・社会
性の育成を図るとともに、ＩＣＴ（情報通信技
術）の効果的な活用などにより「主体的・対話的
で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組
み、言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能
力等の学習の基盤となる資質・能力を育成しま
す。

授業がよくわかると
回答した児童生徒の

割合
（全国学力学習状況

調査）

%
小学校(6年生)

83.7
小学校(6年生)

85

義務教育9年間を修了するのにふさわしい学力の定着や豊かな人間性・社会性
の育成に向け、小中学校の教員が互いに学び合いながら授業改善に取り組む
など、小中一貫教育の推進による学習意欲と学力の向上に努めた。

小学校(6年生)
81.7

▲

%
中学校(3年生)

80.0
中学校(3年生)

82
中学校(3年生)

80.3
◯

学校教育課 23 1 1 1 3 (1)

②豊かな心の育成（徳）
道徳教育・人権教育を通じて相手を思いやり、親
や周りの人々に感謝する豊かな心を育成します。
また、いじめ防止基本方針に基づき、いじめを絶
対に許さない取組を推進し、社会全体で子どもを
守る環境づくりを進めます。
ふるさと舞鶴の豊かな自然や歴史・文化などに愛
着や誇りを持った児童生徒を育成するとともに、
ボランティア活動や自然体験活動、地域行事への
参加など、豊かな体験の充実を図ります。

自分にはよいところ
があると回答した児
童生徒の割合

（全国学力学習状況
調査）

%
小学校(6年生)

77.5
小学校(6年生)

80
小学校(6年生)

77.2
▲

【成果】
　年に２回のいじめ調査および面談を実施し、いじめの早期発見・早期対応に努め
た。まいづるこども相談にいつでも相談できるよう児童生徒に丁寧に説明を行っ
た。
　道徳や人権学習を中心に、心の教育の育成に努めた。
　総合的な学習の時間におけるPBL型学習により、地域に目を向けて愛着や誇りをも
つような醸成ができた。

【課題】
　コロナ禍による制限が緩和され、体験活動等の機会が持てるようになったが、自
尊感情や自己有用感がすぐに高まることはなく、体験活動の内容等の見直しを図り
自己実現できる場を設定していく必要がある。
　いじめへの対策では、初期対応の重要性を注意喚起して、スムーズな情報共有に
よるさらなる組織的な対応を行う必要がある。

%
中学校(3年生)

72.6
中学校(3年生)

75
中学校(3年生)

79.4
◎

学校教育課 24 1 1 1 3 (1)

③健やかな体の育成（体）
学校体育や部活動等を通じて運動習慣の確立や体
力の向上を図ります。
また、安全・安心な学校給食の提供に努めるとと
もに食育を推進し、感謝の気持ちを育み、生涯に
わたる健康の保持・増進を図ります。

朝食を毎日食べてい
る児童生徒の割合
（全国学力学習状況

調査）

%

小学校(6年生)
86.5

小学校(6年生)
90

小学校(6年生)
83.8

▲
【成果】
　日々の生活習慣に対する指導、関連する教科の指導（食育含む）等を通じて健や
かな体づくりに向けた取組を行った。
【課題】
　生活リズムの安定と向上を図るとともに、毎日朝食を食べる児童生徒の実態を目
標数値に近付けられるように学校や地域、家庭に対して啓発を図っていく必要があ
る。生徒が自分の成長のために、食べることの意識が高まるように食の学習を見直
し、給食に関心が高まるような指導が必要である。

中学校(3年生)
75.0

中学校(3年生)
85

中学校(3年生)
76.3

◯

全国体力･運動能力･
運動習慣等調査にお
ける体力合計点
（平均点）

点

小学校(5年生)
(男子)
51.79

小学校(5年生)
(男子)
53

小学校(5年生)
(男子)
51.63

▲

【成果】
　健やかな心と体力づくりに向けて、生徒の体力状況をみながら体育的行事や部活
動の内容や運動強度、負荷を高めた取組が実施できた。

【課題】
　体力向上の機会を設け、少しずつ運動強度、負荷を高めて落ちた体力の回復を図
る。

小学校(5年生)
(女子)
53.91

小学校(5年生)
(女子)
55

小学校(5年生)
(女子)
54.91

◯

中学校(2年生)
（男子）
43.17

中学校(2年生)
（男子）

45

中学校(2年生)
（男子）
42.78

▲

中学校(2年生)
(女子)
47.75点

中学校(2年生)
(女子)
49

中学校(2年生)
(女子)
48.23

◯

学校教育課 25 1 1 1 3 (1)

④個性を伸ばし児童生徒一人ひとりを大切にした
学校教育の推進
誰ひとり取り残すことなく一人ひとりの能力を最
大限に伸ばす「個別最適な学び」を推進するとと
もに、特別支援教育支援員を配置するなど、特別
支援教育の充実を図ります。
不登校については 学校と教育支援センター「明

不登校の出現率 %

小学校
1.92

小学校
1.60

小学校
2.43

▲

中学校
7.31

中学校
6.50

中学校
9.17

▲

人権教育に関する教職員意識調査をもとに、各校で研修会を持ち、教員の人権意
いじめの未然防止について、アンケートや面談等を実施し、状況の把握・指導
にある学習用タブレット端末を使って相談できる「舞鶴こども相談」のシステ
小学6年生が引揚記念館を見学する「ふるさと学習」や、各小中学校が地域の実

〇母子保健機能と児童福祉機能を一体的に有するこども家庭センターが、妊
娠期から18歳までの子ども・子育てに関する切れ目のない相談・支援を実施
している。
〇全国一斉に展開される「児童虐待防止推進月間」（11月）の期間中に集中
的な広報啓発活動を実施している。
〇市内20の機関・団体により「要保護児童対策地域協議会」を構成し、代表
者会議を年1回、実務者会議を毎月、個別ケース検討会議を随時開催し、要保
護児童等に関する情報共有と支援方針検討を行っている。

母子保健機能と児童福祉機能を一体的に有する「こども家庭センター」の設置によ
り、妊娠期から１８歳までの子ども・子育てに関する切れ目のない一体的な相談支

安心・安全で栄養バランスのとれた魅力ある給食の提供を行うとともに、食
育だよりの発行、地産地消メニューを使った給食の実施等により食育に取り
組んだ。中学校給食では食の学習で組み合わせを考えた献立を取り入れた。

健やかな体づくりに向けて、学校体育等関連する教科や部活動を通して、運
動習慣・体力づくりに取り組んだ。

　個に応じた教育の充実のため、少人数授業やティームティーチングなど少
人数教育を実施した。
　不登校については、各学校においてきめ細かな支援と教育支援センター明
日葉、フリースクール等が連携し、未然防止と解消を目指し、取り組んだ。
　特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制を図るととも
に、特別支援教育支援員を配置するなど、個々の教育的ニーズに応える適切
な特別支援教育の推進に努めた。

【成果】
　様々な教育活動の中で、個に応じた対応を行った。また、組織的な対応が図れる
よう、校内の教育相談体制を整えたり、研修機会も設けたりするなど、適切な対応
に努めた。
　また、不登校児童への対応については、明日葉や京都府認定フリースクールとも
連携し、個別の取組を行った。
【課題】
　子ども達の夢を育み、その夢の実現を支え、将来、社会に貢献できる人材を育成
するために安心感と信頼関係の構築やコミュニケーション能力や人とのつながりを
意識した教育活動を行っていく必要がある。
特別な支援を必要とする子どもたちに対して、一人一人の教育的ニーズに対応すべ
く、アセスメントや個別の教育支援計画により実態を的確に把握し、保幼小中高と
支援を丁寧につなぐ必要がある。

援を行った。児童虐待については、要保護児童対策地域協議会のネットワークによ
る情報共有をもとに、未然防止及び適切な保護及び支援を行った。

〇こども家庭センター（児童福祉分野）相談状況
来所相談274件、電話相談3,360件、訪問相談3,228件　計6,862件
〇要保護児童対策地域協議会
管理ケース数　要保護児童354ケース、要支援児童69ケース

【成果】
 探究し学び続ける授業デザイン「舞ラーニングVer.2」を、市内小中学校の全ての教
員に周知し、各校での研修や教育委員会の学校訪問を行い、授業改善に努めた。
 「全国学力・学習状況調査」を実施し、全国・京都府と比較しながら授業改善に取
り組むとともに、個に応じた指導により、学力向上に取り組むことができた。
 【課題】
 主体的に学びに向かう児童生徒の育成をするために授業改善が必要であり、ICTの
更なる効果的な活用にむけて研修していきたい。
 各種学力調査等を活用して把握することができる「見える学力」である認知能力
と、外からはなかなか見えない、子どもたち一人一人の良さや個性といった「見え
ない学力」である非認知能力を一体的に育む教育の推進が必要。
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担当課 関係課 No 編 章 節 項 目 目標基準 単位 基準数値 R6数値目標 R6取組内容 R6実績数値
進捗状況
評価

R6成果・課題

学校教育課 25 1 1 1 3 (1) 不登校については、学校と教育支援センター「明
日葉」、フリースクール等が連携し、解決に向けた
取組を充実します。
また、将来の夢を育み、その夢を実現するための
キャリア教育を推進するとともに、グローバルに
活躍する人材を育成するため、外国語でコミュニ
ケーションを図る資質・能力を育成します。

将来の夢や目標を
持っている児童生徒

の割合
（全国学力学習状況

調査）

%

小学校(6年生)
80.0

小学校(6年生)
85

小学校(6年生)
81.8

◯

中学校(3年生)
63.2

中学校(3年生)
70

中学校(3年生)
62.6

▲

学校教育課 26 1 1 1 3 (2)

①教職員の資質能力の向上と指導体制の充実
ＩＣＴ（情報通信技術）の効果的な活用や人権意
識の向上などの計画的な研修により教職員の資質
能力の向上を図るとともに、小学校において、特
定の教科を教える教員（専科指導教員）を配置す
るなど、学校の指導体制の充実を図ります。
また、教職員の業務負担軽減を図り、心身ともに
健康で質の高い人材の育成に努めるとともに、ス
クールカウンセラーや部活動指導員、スクールロ
イヤー等を配置し、専門性を活かした持続可能な
学校指導体制の充実を図ります。

- - - -

市教育委員会や学校主催の研修会等を実施した。
小学校において、特定の教科を教える教員（専科指導教員）を配置した。
スクールカウンセラーや部活動指導員、スクールロイヤー等を配置した。
GIGAスクール構想による１人１台端末を活用した新たな授業観を持ったリー
ダーとなる教員の育成を行った。

-

教育総務課 学校教育課 27 1 1 1 3 (2)

②学校施設の長寿命化と質の高い教育環境づくり
の推進
今後、更新時期を迎える学校施設について、学校
施設長寿命化計画に基づく計画的な学校施設の長
寿命化等に取り組み、安全・安心な教育環境を確
保するとともに、財政負担の抑制とコストの平準
化を図ります。
また、情報活用能力を育成するためのＩＣＴ（情
報通信技術）教育環境の充実を図るとともに、質
の高い学びを実現するための学校図書館の充実を
図ります。
少子化の進行状況を踏まえ、学校の適正規模・適
正配置について検討を進めます。

- - - -

舞鶴市学校施設長寿命化計画に基づき、長寿命化改修工事及び必要な改修工
事を進めた。
学校の適正規模・適正配置に向けて、教育環境の在り方懇話会における意見
を踏まえた将来ビジョンの策定に向けて調整を進めた。

-

【成果】
　2カ年工事の倉梯小学校教室棟長寿命化改修工事が終了した。明倫小・青葉中学校
体育館長寿命化改修工事設計、明倫小エレベーター棟増築設計が終了した。
　今後の進め方について、学校や関係課と調整を進めたことで、スケジュールやビ
ジョンの骨子が確立でき、R6年度中の策定に向けて動き出せた。
【課題】
　学校施設については、施設の状況及び教育環境や財政状況、社会情勢の変化を考
慮した改修工事が必要であるため、財源を確保しながら計画的に進めていく。
　正規模化に向けて動き始めている地域があり、ビジョンの策定と並行して地域の
支援を進める必要がある。

学校教育課 28 1 1 1 3 (2)

③家庭教育を支える仕組みづくりの推進
経済的な事情により就学が困難な家庭に対して援
助を行い、教育機会の確保を図ります。
また、家庭・学校・地域・ＰＴＡ等の関係団体が
連携し、児童生徒の健やかな成長を支援します。
学校と家庭が連携し、児童生徒の基本的な生活習
慣の確立と質の高い家庭学習習慣の定着を図りま
す。

- - - - -

学校教育課 29 1 1 1 3 (3)

①地域との連携による教育・子育て支援の推進
コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）
（※）により、地域と共にある学校づくりを推進
するとともに、地域と学校が連携・協働し、地域
全体で学校を支える取組を推進します。
また、地域で活動するスポーツ団体や文化団体等
と連携し、子どもの健全な育成を支援します。
※コミュニティ・スクール（学校運営協議会制
度）…保護者や地域住民等で構成する委員が学校
運営に関して協議をする機関を置く学校のこと。

住んでいる地域の行
事に参加している児
童生徒の割合（全国
学力学習状況調査）

%

小学校(6年生)
69.2

小学校(6年生)
75

学校運営協議会との連携による各校の特色を活かした活動を推進した。
舞鶴市部活動地域移行あり方検討会の開催
スポーツ・文化活動の実証事業の推進

小学校(6年生)
73.8

◯ 【成果】
　コミュニティ・スクールにより、外部の学校評価を実施することができた。支援
地域本部の取組により地域・学校の連携・協働が進んだ。登下校の見守り活動な
ど、子どもたちが安心して通える学校づくりを行っている。
　舞鶴市部活動地域展開推進計画を策定した。
【課題】
　地域の人材を見つける難しさがある。
　令和８年度２学期からの土日の部活動地域展開に向けた支援策の構築

中学校(3年生)
51.2

中学校(3年生)
53

中学校(3年生)
53.1

◎

子育て応援
課

30 1 1 1 3 (4)

①放課後児童クラブを通じた子どもの豊かな育ち
の支援
「放課後子どもスマイルプラン」に基づき、放課
後児童クラブの最適化を目指し、子どもの健やか
な成長と保護者の仕事と家庭の両立支援を担う児
童クラブに求められる役割・機能を発揮させなが
ら、持続可能で、かつ安全・安心な子どもの居場
所の確保に努めます。

- - - -
放課後こどもスマイルプランに基づき、就労等により保護者が日中家にいな
い児童の適切な遊びの場や生活の場を確保し、児童の健全な育成と保護者の
子育てと仕事の両立支援を行った。　　

-

【成果】
長期休暇で長時間勤務する場合の時間外単価を設定するなど、支援員の処遇改善を
実施。

小学校においては講演会や芸術鑑賞等の文化体験等を通してキャリア教育の
充実に取り組んだ。中学校においてはふるさと学習に取り組むとともに、希
望する進路の実現に向けた高等学校等の説明会を実施した。

【成果】
　学びをつなぎ蓄積する「キャリア・パスポート」の取組を通して、学ぶことと自
己の将来とのつながりについて考える機会となった。

【課題】
　子どもたちの将来の職業や進路実現を支え、社会に貢献できる人材を育成するた
めに、継続してキャリア教育の推進に取り組んでいく必要がある。

【成果】
　市教育委員会や学校主催の研修会等により教職員の資質能力の向上を図った。ま
た、「舞GIGAスクール」の取組において、全小・中学校でのICTを活用した授業づく
りが進んだ。
　小学校において、特定の教科を教える教員（専科指導教員）を配置し、学校の指
導体制の充実を図った。
　スクールカウンセラーや学び生活アドバイザーの配置により、専門性を活かした
持続可能な学校指導体制の充実を図ることができた。

【課題】
　スクールカウンセラーや学び生活アドバイザーとの連携強化をはかる。

経済的な事情により就学が困難な家庭に対し、学校を通して就学支援制度の
周知を図った。
　舞鶴市PTA連絡協議会主催（市教育委員会後援）による研究大会の開催な
ど、PTAとの連携により、家庭の教育力向上を支援する取組を推進した。
　基本的な生活習慣の確立や家庭学習習慣の定着に向けた各家庭で行う取組
を学校だより等で啓発した。

【成果】
　学校を通して就学支援制度を周知し、援助が必要な児童生徒が利用できた。PTA
と学校・教育委員会が連携し、家庭教育の取組を支援することができた。

【課題】
　経済的な事情により就学が困難な家庭への継続的な支援、家庭の教育力の更なる
向上のためのPTAとの連携による取組を進める。
地域との連携協働を進める。

【課題】
支援員の高齢化も課題の１つであり、次代を担う支援員の確保が急務である。
配慮を要する児童の増加も顕著であり、支援員の対応力を向上させるために、様々
な研修の場の提供や市との連携も今まで以上に求められると考える。
また、利用学年の拡充や支援員業務の負担軽減、オンライン申請の導入、利用者負
担金の見直し・市徴収システムの導入など、様々な課題があり、各クラブと情報共
有しながら状況を鑑みつつ対応する。
【実績】
・計２９クラブで開設
（内訳）地域クラブ２６クラブ、法人３クラブ
・臨時で、夏休み児童クラブを東西１ヵ所ずつ開設。






















































































